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空港改革の一環として，我が国の主要な空港ではコンセッションによる運営民間委託が急速に進められてきた．この

ような空港では，自然災害をはじめとする大規模な緊急事態に対し，空港管理者である政府と運営権事業者が互いに協

力して柔軟に対応することが求められ，条件によっては再契約が認められている．一方，アジアにおいて PPP の先進国

であるインドのモデルコンセッション契約（Model Concession Agreements：MCA）では，国際機関であるドナーや民間

から批判を受けているにも関わらず，契約見直し条項が盛り込まれていない．本稿では，インドと我が国のコンセッシ

ョン契約における緊急事態対応(不可抗力)規定を比較し，パートナーシップ構造について主観ゲーム理論から考察する． 
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1. はじめに

我が国では，民間に運営権を設定するコンセッション

方式で，航空系事業と非航空系事業を一体経営するとい

う空港経営改革が進められている．コンセッション方式

では，リスクが官民に適切に分担されていることが前提

条件として存在する．内閣府は，PFI 事業民間提案推進

マニュアル（平成 26年度）1)を制定し，リスク分担にか

かる留意事項を明確化，リスク分担のひな型が用意され

ている．しかし，契約では「最も合理的にそのリスクに

対応できるものが負担する」と便宜的に記載されており，

リスク分析やそのリスクに対し，柔軟に対応する姿勢が

うかがえる．一方，2018年にはイギリスで PFIの廃止が

決定し，その要因として，民間事業者にリスクが多く移

管されていることによるコストの高騰化，長期期間契約

による硬直化があげられている 2)． 

今般の新型コロナウィルス感染症で，人の移動・往来

の制限により，航空・空港産業界は大きな経済的打撃を

受けた．観光業に依存していた地域だけでなく，日本全

体，世界の航空・空港産業界が危機的状況に陥っている．

我が国の民営化が進む地方空港は，地方自治体の観光や

地域振興に直結するインフラ基盤でもあり，地方空港の

存続は地域全体の経済にも大きく影響する．長期的な収

益が見込まれない今般，契約の見直し，再契約という状

況にならざるを得ないと予測される． 

再契約において，ホールドアップやモラルハザードに

よる取引コストの問題は避けることができない．今後，

我が国における再契約のありかたを考慮していくために

は，他国の事例をもとに，パートナーシップの構造を考

察する必要があるであろう． 

本論では，契約の「硬直性」と「あいまいさ」につい

てゲーム理論からパートナーシップ構造を考察する．2

および 3では，インドと我が国における再契約の状況を

整理している．4 では，契約を長期的観点から分析し，

所有権とコントロール権の配分構造を考察，5 では，主

観ゲーム理論を用いてパートナシップ構造における「あ

いまいさ」について考察する． 

2. インドにおけるコンセッション契約

海外では 1987 年のヒースロー空港の民営化の後，ヨ

ーロッパ各地はじめ，中南米・豪州・アジアでもインド

を筆頭に空港の民営化が進んでいる．空港を管轄するイ

ンド空港庁（AAI）には，PPP 推進を目的に設立された
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主要経済基盤開発局（Key Infrastructure Department: KID）

が存在する．KID はインド政府機関である AAI 直轄の

空港の開発・運営・管理のための民間パートナーの選定

や民間航空省（Ministry of Civil Aviation）支援するという

主要な役割を担っている．そして，KID が主体となり空

港プロジェクトの設立や PPP を活用した空港の再構築

及び近代化のための様々な契約や取引書類を管轄も行っ

ている．インドでは，我が国と同様に，コンセッション

契約では基本プロジェクト資産の所有権は政府に帰し，

契約終了時にすべてのプロジェクト資産（プロェクトの

目的のために運営権者が購入した資産を含む）は，政府

に返還されるという仕組みである． 

インドでは PPP を積極的に打ち出し，2000 年から市

場が一気に過熱した．これは，政府が資金調達のガイド

ラインを整備したほか，IIFCL(India Infrastructure Finance 

Copmany)を設立するなど，ファイナンスへの取り組みが

民間資金を動員したと言われている．しかしそれに反し，

2010 年以降になると，PPP への民間投資額が大幅に減少

してくる．要因としては，①紛争解決メカニズム，②過

度な低価格による入札，③再交渉ルールの明確さ，④リ

スク配分の最適化の不整備であると言われている 3)． 

インド政府財務省には経済インフラの PPP に特化し

た部署が存在し，財務省のウエブサイトでは 1 億円

(5crore インドルピー)以上の PPP プロジェクトが 1800 以

上あり，そのプロジェクト総額は 5000 兆円以上，現在

6 空港がすでに民営化されており，PPP 促進のプラット

フォームが整備されている（2019 年 12 月現在）．他に

も，標準化された契約書が必要であるとの背景から

2000 年に財務省計画局（Ministry of Finance, Planning Com-

mission）がモデルコンセッション契約（Model Concession 

Agreements：通称 MCA）を高速道路分野に導入，その後，

他分野にも採用されるようになり，PPP 評価委員会も設

置され，法整備も整ってきた 4)． ここでは MCAのほか，

2004-2006 年代にコンセッション方式に移行したムンバ

イおよびハイデラバード空港の実施契約書 5)6)をもとに

検討を行った．テールリスクである「不可抗力」の定義

および取扱いは，我が国とほぼ同様であるが，不可抗力

事象に係る救済請求の条項は，民間側にとって極めて負

担が大きい．再交渉を認めない現在の契約であっても，

不可抗力の事象の補填にかかるプロセスの取引コストも

民間にとっては極めて増大であると想定される． 

MCAのガイドラインとして世界銀行の PPP TOOL kit7)

が基盤となっているものの，MCA の契約条項は政府側

に有利であると批判されている．PPP 実施においてプロ

ジェクトの特性を十分に考慮せずに，MCA をテンプレ

ートとして使用することにより，リスク分配の点で問題

が多いこと，特に，リスク軽減の仕組みが機能していな

く，官民が公平ではない部分が批判の対象である 8）．

継続的に MCA の修正は行われているものの，いまだ契

約見直しのメカニズムは取り入れられていない．このよ

うに，インドでは，コンセッション契約を見直すことは，

運営権者や政府関係者が当初予測していなかった事象が

発生しても，状況が劇的に変化している場合でも基本的

に許可されていない．この背景は，財務省が設置した

PPP モデルを研究・評価するための委員会の報告書

（Kelkar report）9) に 1)民間事業者側におけるモラルハザ

ードや機会主義的行動の可能性，2)情報の非対称性，3)

政府機関における契約マネジメント能力の不足が明記さ

れており，財務省は契約の見直し交渉を始めるための条

件として，次のような項目を提案している．

財務省は，安易に契約の見直しを認めれば，多大な労

力を要した調達手続きが無駄になるうえ，政府側の契約

マネジメント能力が高いとはいえない中，高度な事業能

力を持つ者ではなく交渉能力に長けた民間企業が利益を

得るのではないかという強い不信を持っている．民間事

業者が再契約の見直しの申し入れを行うのは，見直しの

交渉による取引費用を支払っても，民間事業者側にそれ

を十分上回る利益を得る見込みがあるからである．上記

の項目に示されているように，政府側に利得がある可能

性もあるが，確実性は低い．或いは，それを確認するた

めの取引費用の負担が政府側に発生する．再交渉が実施

されれば，民間事業者側は引き続き何度も再交渉の見直

しを求めてくる可能性もあり，その都度，政府側の取引

費用は嵩むことになる．長期的に見れば，将来政府側に

巨大な損失が発生するリスクもある．このような状況か

ら，契約見直し条項を認めないインド財務省の判断は，

妥当であると言える． 

しかし，民間事業者にとって事前に予見できなかった

情報が事業着手後に把握され，再交渉時に民間事業者側

 プロジェクト継続の苦しみが甚大であり，現在の

契約のもとで継続した場合に，将来のある時点で

債務不履行になる可能性があるという証拠 

 契約の見直しは，民間事業体が原因ではなく，現

在の契約のままでは政府やアセットのユーザーに

不利な結果をもたらす可能性があること 

 契約を見直した方が，見直さない場合より政府に

対する直接経費が少なくなる可能性が高いという

証拠 

 契約見直しにより，より大きな社会的便益を得

る，又は長期的な成果に対する費用が回避できる

可能性が高いこと 

 インド政府のリスク分担について実質的に違いが

出ないこと 
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からよりよい提案が提示される可能性も十分考えられる．

政府側が柔軟に対応することで，民間事業者の利益が向

上し，それにより政府側との信頼醸成につながることも

想定される．そうなれば，政府にとって有利な契約見直

しとなるような提案が行われる可能性も考えられる．そ

して何より，柔軟な姿勢の政府が行う公募に対しては，

多くの応募者が集まり，競争性が高まることで，政府に

とって有利な契約に結び付くことが期待される． 

3. 我が国のコンセッション契約

我が国の空港コンセッションの実施契約書における不

可抗力を理由とする契約の見直しについては，「不可抗

力による障害が 3 ヶ月以上継続し又は継続することが見

込まれるときは，運営権者は本契約の見直しの協議を国

又は県に申し入れることができる．この場合において，

不可抗力による障害によって本事業の前提となる環境に

重大な変化が生じていると国又は県が認めたときは，国

又は県と運営権者は協議の上，必要な範囲で本契約の見

直しを行う」とされている 10)．図-1は緊急時に国による

事業継続措置の必要性がある場合を表しているが，不可

抗力に起因する緊急事態にあってもその必要性がないと

認定さえる場合は，運営権者が全ての義務を負うという

だけでは，実情にそぐわない．他の条項では，運営権の

行使の停止に至らない範囲において国又は県が自ら必要

な措置を行うことができる旨規定されており，緊急時に

おける国又は県と運営権者の協力関係が前提となってい

ることがイメージされる契約となっている． 

図-1 空港におけるリスクの分担原則(鳥取空港) 

免責にかかる協議や，契約の見直し・再契約について

硬直な態度を貫くインド政府の方針と，緊急時において

は契約を見直してまでも国又は県と運営権者との協議，

コミュニケーションを基にした協力関係を維持すること

が前提となっている我が国の空港コンセッション契約と

の間には，際立った相違が見て取れる． 

4. パートナーシップの構造とテールリスク

２および３の考察から，パートナーシップの関係が我

が国とインドでは相反していることがわかる．ここでパ

ートナシップという構造について改めて整理する．内閣

府による PPP の定義は，公共施設等の建設，維持管理，

運営等を民間事業者の資金，経営能力及び技術的能力を

活用して行い，コストを削減し，効率的および効果的な

公共にサービス（VFM：Value for Money）を提供するこ

とにある 11)． 

事業の目的が上記であるとすれば，社会効率性・技術

効率性・経済効率性が政府および民間事業者企業に求め

られ，双方の関係性による取引費用の削減は，極めて重

要になる．そして，その関係性は，社会資本整備プロジ

ェクトというその長期性に帰する． 

（1）不完備契約における問題 

非効率性を如何に削減することが制度設計であり，イ

ンドでも我が国でも画一した PPP の制度設計が求めて

られいるが，前述したようにインフラは規模が大きく，

個々の技術的特性や前提条件が大きく異なる．また，事

象をすべて立証できる(varriable)完全な契約（完備契約）

を準備することのコスト，長期的な契約期間で起こるで

あろう不確実性を考慮した場合，不完備契約にならざる

を得ない．言い換えれば，大西，石ら 12)が言及する通り，

「不完備契約の世界」「長期的不完備契約」を前提とし

ない限り，PPP および公共サービスにおける調達スキー

ムの議論は無意味であると言える． 

再交渉を主張する主体(Agent)は，「再交渉にかかるコ

スト」と「再交渉が可能でない場合にかかるコスト」を

比較する．これらの費用の内訳とは，1)事後的契約変

更・価格交渉にかかる時間と資源の浪費，2)情報の非対

称性による非効率な同意，3)事前の関係特殊投資（汎用

性の高い投資による安定性または特殊化した投資による

犠牲）である 13)．そして，不完備契約には，1)Hold-up問

題および 2)Prncipal-Agent問題が存在する． 

Hold-up 問題とは，初期投資が当該事業にのみ有効な

取引特殊投資であることが多く，初期投資をした Agent

が投資をした余剰の一部しか獲得できないという事態が

発生するため，事前の投資水準が過少になるという問題

である．今回のようなテールリスクの場合は，災害によ

って生じた負債となるので，Bail-out 問題となり，所有
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権の帰属の観点から，立証できない(invariable)なサービ

ス水準等の性能評価による損失が回復できないという事

象が起こり，事前の投資水準が低くなる．特に不完備契

約条件では，汎用性の高い投資による安定性と特殊化し

た投資による犠牲が存在しており，空港のような特殊イ

ンフラでは，民間事業者側の過少投資を引き起こしやす

い． 

一方，Prncipal-Agent 問題とは，情報の非対称性による

潜在的コストである．Agent は，自己の利益の最大化を

求めて，「機械主義的行動」をし，情報の非対称性を増

大させる．それによって，限られた条件の下での合理的

判断となる「制約された合理性」が生じることになり，

これらによって取引コストが増大していく．さらに，

Agentを観察するための契約費用，Agentの努力水準の評

価ができないという問題も存在する 14)．  

（2）所有権とコントロール権の概念 

所有権の概念から，Principal-Agentの関係について考察

する．インドでも我が国でも政府が空港を所有している．

そのため，残余決定権の帰属である残余コントロール権

と残余利益の配分は，政府側に存在する．基本，残余コ

ントロール権と残余利益が適切に組合わさることで，所

有者に資産価値の維持向上を図る強いインセンティブを

与えることができるが，コンセッション契約では分離し

ているため，Hold-up問題が起こる． 

そして，インフラのような長期契約の場合，民間事業

者は権限を委譲され，中間的所有形態を持つことができ

る．そして，権限は，実質的権限＜法的権限＜情報保有

者権限とコントロール権は推移していき，再契約 t>0 で

ある場合の交渉時に，不完備契約下における残余コント

ロール権による利益の誘導が起こる． 

図-2 政府と民間のコントロール権

（3）テールリスク（不可抗力）と残余費用 

再契約による政府側の取引コストと残余費用および収

益について考察する．テールリスクといった想定外の外

生的リスクは，リスク分担の原則からも主負担者は公共

（Public）となる 15)．ここで，災害のよる保険の適用も

含め，再契約とするかリスクによる被害額の救済とする

かという論点になるはずである．所有権アプローチから，

コントロール権を考えると，再契約時に実質的権限は，

情報保有者権限より少なくなる．この場合，土地を所有

している政府が残余コントロール権を所持しているが，

情報保有者である民間事業者のコントール権も増加して

いる．t が長期になればなるほどコントロール権が民間

事業者側に有利となり，情報の非対称性を生み出し，政

府側の取引コストが増大になると推測される． 

このように，テールリスクに言及すれば，民間事業者

側が追加投資するインセンティブは存在しない構造にな

っているだけでなく，時間とともに政府側の取引コスト

だけが増加していくことがわかる．パートナーシップ構

造の長期不完備契約の下で最も経済的な方法は，1)偶発

的事態に対する責任を取引当事者間で分配すること，2)

情報の交換を促進することに帰結するしかないといわれ

る所以であろう． 

インド財務省が MCA について頑なに契約見直し条項

を認めない根底に，コントロール権の民間事業者側への

移転と情報の非対称性の増加に対する懸念があると考え

られる．具体的交渉プロセスは，ケースバイケースであ

り，政府の交渉者は，一般に財務省ではなくインフラを

所管する省庁の所掌であるとするならば，財務省は，政

府でなく，インフラ所管省庁のマネジメント能力に十分

な信頼をおいていないともいえる． 

また，これは政府と民間事業者が同時進行型のゼロサ

ムゲームを見ている状態であるとも推測される．長期的

な契約でおいても，再交渉つまりゲームのたびに利得の

みを考えて行動する短期的な視点の戦略ゲームとして捉

えると考えることもできる． 

5. 主観ゲーム論からみたアダプティブパートナ

ーシップ

ここでは，政府（Principal）と民間（Agent）の二つの

プレイヤーと，契約継続と契約解除という二つの選択肢

が存在する．効率性をそれぞれのプレイヤーが求めてい

る利得として置き換えれば，政府は経済的効率性と社会

的効率性，民間事業者は技術効率性と経済的効率性を求

めている．つまり，政府と民間は共通した一意の利得構

成ではなく，異なるゲームを認識していると捉えること

ができる． そのため，ここでは主観的ゲームの概念を

用いて考察する．

主観ゲームとは，1)ゲームをプレイするすべてのプレ

イヤーが，ゲームをプレイするプレイヤーと，各プレイ

ヤーの選択可能な戦略の集合，情報集合，利得などのゲ

ームの要素にかかる完全な情報を持っているか，2)情報

が欠けている場合は，プレイヤーはわからないパラメー

ターに関する正しい事前確率を割り当て，3)お互いが同

一のゲームをプレイし，わからないパラメーターに関し

て，同一の正しい事前確率を割り当て，プレイヤー間の

戦略的関係を分析する方法である 16)．  

ドイル 17）は，国際協力における技術の選択において，

援助国と被援助国の Principal-Agent 問題を分析し，相手
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国の利得を考えず，自国の利得を最大化するようなゲー

ム，つまり各プレイヤーが異なるゲームを実施している

と捉えてもゲームを変える行為によって利得が最大化す

ることを示している．つまり，相手の利得や立場に関す

る理解や情報が不十分でも，相手の状況をいち早く把握

し，ゲームを変えるという行為を行えば，行為を行わな

い状態より，利得が得られることを説明した． 

インフラの契約は長期にわたり，それぞれの交渉ステ

ージで，非協力と協力が重層的に混在し，両者が一意の

利得構成に達するまで交渉が行われていたり，交渉が決

裂をしたりといった状況が混在する．これらがさらに動

的な変化を呼び起こし，継続的に新しいゲームを展開し

ていると考えることができる．合理的な自己利得追及で

はなく，契約継続と契約解除という二つの選択肢とした

効率性を共通目的とすれば，交渉ごとに中間解を求める

行為がアダプティブマネジメントであり，パートナーシ

ップ構造が求められる姿であろう． 

6 ．まとめ 

一般的にインフラのリスクは，構造物の復旧，高度化

といった比較的短期的な視点が強いが，今般の新型コロ

ナウイルスとそれに伴う経済不況からも，長期的な時間

軸でテールリスク分析をとらえる必要が求められる． 

インフラプロジェクトは，長期かつ複雑な契約である

ため，建設・運営の過程で可能性があるすべてのリスク

や多様な変化，プロジェクトおよび技術の進展を網羅す

ることは極めて難しい．契約による関係の硬直化は，パ

ートナシップという柔軟を欠如することによって，民間

業者や資金調達者のプロジェクト参画を抑止していると

考える． 

我が国特有の「あいまいさ」といった表現をアダプテ

ィブな管理手法ととらえるならば，パートナーシップと

しての所有権の同一化とリスクの内生化が求められる．

そのためには，契約条項に記載されていない Informal な

コミュニケーションやメタ認識を含めた包括的管理とと

もに，「信頼」という長期的安定性が存在しなければな

らない． 

情報の非対称性を是正し，組織としての長期的安定性

を示すアセットマネジメントの成熟度（Maturity）評価

によって，それを価値化することができれば，我が国の

PPPのパートナーシップ選択，海外の PPPに参入おいて

もひとつの目安となりえるであろう． 
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